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 議案第１４号 

 

 

平成２４年度能美市一般会計予算 

 

 

平成２４年度能美市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 

  （歳入歳出予算） 

 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２，５８０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

  （債務負担行為） 

 第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度

額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

  （地方債） 

 第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第３表 地方債」による。 

 

  （一時借入金） 

 第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、１，５００，０００千円と定める。 

（能美市一般会計） 
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  （歳出予算の流用） 

 第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

     平成２４年２月２８日 提出 

 

 

 

                                 能美市長   酒 井  悌 次 郎 

 

 

（能美市一般会計） 



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 市 税 ７，１２４，０００

1 市 民 税 ２，９２７，７５３

2 固定資産税 ３，２４６，４６４

3 軽自動車税 ８８，４４２

4 市たばこ税 ２６５，０００

5 鉱 産 税 １

6 特別土地保有税 １

7 入 湯 税 ８，６００

8 都市計画税 ５８７，７３９

2 地方譲与税 ２００，０００

1 地方揮発油譲与税 ６０，０００

2 自動車重量譲与税 １４０，０００

3 利子割交付金 ２０，０００

1 利子割交付金 ２０，０００

4 配当割交付金 ６，０００

1 配当割交付金 ６，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 ３，０００
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 株式等譲渡所得割交付金 ３，０００

6 地方消費税交付金 ４００，０００

1 地方消費税交付金 ４００，０００

7 ゴルフ場利用税交付金 ３２，０００

1 ゴルフ場利用税交付金 ３２，０００

8 自動車取得税交付金 ５０，０００

1 自動車取得税交付金 ５０，０００

9 地方特例交付金 ３８，０００

1 地方特例交付金 ３８，０００

10 地方交付税 ４，９６０，０００

1 地方交付税 ４，９６０，０００

11 交通安全対策特別交付金 ７，０００

1 交通安全対策特別交付金 ７，０００

12 分担金及び負担金 ６３７，１９２

1 分 担 金 ８，３０３

2 負 担 金 ６２８，８８９

13 使用料及び手数料 ３５０，８０７

- 3 - (能美市一般会計) 

- 4 - (能美市一般会計) 



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 使 用 料 ３２９，７４２

2 手 数 料 ２１，０６５

14 国庫支出金 ２，２４６，７０１

1 国庫負担金 １，２５７，５６９

2 国庫補助金 ９８１，２１３

3 国庫委託金 ７，９１９

15 県 支 出 金 ９３０，６９１

1 県 負 担 金 ４９９，８２４

2 県 補 助 金 ３３８，８２９

3 県 委 託 金 ９２，０３８

16 財 産 収 入 １５，５８０

1 財産運用収入 １３，５８０

2 財産売払収入 ２，０００

17 寄 附 金 １４，３２０

1 寄 附 金 １４，３２０

18 繰 入 金 ９３４，２７７

1 基金繰入金 ９３０，７６６

- 4 - (能美市一般会計) 

- 5 - (能美市一般会計) 



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

2 特別会計繰入金 ３，５１１

19 繰 越 金 ５０，０００

1 繰 越 金 ５０，０００

20 諸 収 入 ５１９，５３２

1 延滞金、加算金及び過料 ２

2 預 金 利 子 ２００

3 貸付金元利収入 ３６９，２１０

4 雑 入 １５０，１２０

21 市 債 ４，０４０，９００

1 市 債 ４，０４０，９００

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ２２，５８０，０００
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     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 議 会 費 ２０６，１０３

1 議 会 費 ２０６，１０３

2 総 務 費 ２，０３０，４４８

1 総務管理費 １，６５３，３９６

2 徴 税 費 ２４６，１０７

3 戸籍住民基本台帳費 ８０，７８３

4 選 挙 費 ３１，１２５

5 統計調査費 ３，０６３

6 監査委員費 １５，９７４

3 民 生 費 ７，７０６，５０５

1 社会福祉費 ２，７８７，７９７

2 児童福祉費 ４，７６１，５６６

3 生活保護費 １５７，１０２

4 災害救助費 ４０

4 衛 生 費 １，５０１，７６９

1 保健衛生費 ７９８，２２７

2 環境衛生費 １８２，４０８
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

3 清 掃 費 ５２１，１３４

5 労 働 費 １９，７４６

1 労 働 諸 費 １９，７４６

6 農林水産業費 ３２１，０５１

1 農 業 費 ２７１，８０８

2 林 業 費 ４９，２０６

3 水 産 業 費 ３７

7 商 工 費 ６０８，４９４

1 商 工 費 ６０８，４９４

8 土 木 費 ３，７３４，８３２

1 土木管理費 １１３，０２３

2 道路橋りょう費 １，２１７，７５１

3 河 川 費 ２２，０９６

4 都市計画費 ２，３３１，８５４

5 住 宅 費 ５０，１０８

9 消 防 費 ４９７，９００

1 消 防 費 ４９７，９００
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

10 教 育 費 １，９９９，６７３

1 教育総務費 ２７８，２０３

2 小 学 校 費 ３３５，４５２

3 中 学 校 費 ３７０，１９９

4 社会教育費 ５２８，７４７

5 保健体育費 ４８７，０７２

11 災害復旧費 ５００

1 災害復旧費 ５００

12 公 債 費 ３，６３２，７１８

1 公 債 費 ３，６３２，７１８

13 諸 支 出 金 ３１２，２６１

1 基 金 費 ９２，２６１

2 公 社 費 ２２０，０００

14 予 備 費 ８，０００

1 予 備 費 ８，０００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ２２，５８０，０００
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事　　　　　項 期　間 限　度　額

防災行政無線デジタル化事業 平成２５年度 382,089千円

第 ２ 表　債 務 負 担 行 為

固定資産税評価替支援業務
平成２５年度から
平成２６年度まで

4,800千円

能美市土地開発公社に対する債務保証 平成２４年度

金融機関が能美市土地開発公社に事業資金１８億円
を貸し付けたことに係る債務保証については、支払
い完了までの期間に対し年利５％以内の割合で算定
される利子相当額を加算した額を限度とする。
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起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

（千円）

統合庁舎関連改修事業債 177,400

防災無線デジタル化事業債 21,300

（仮称）根上南部山口保育園建設事業債 178,400

（仮称）粟生すみれ保育園建設事業債 585,200

寺井保育園建設事業債 50,000

通園バス購入事業債 6,000

宮竹保育園建設事業債 134,100

福岡地区児童館建設事業債 77,800

農業用水再編対策事業負担金 1,100

道路舗装改修事業債 34,600

橋りょう補修事業債 2,200

地方道路等整備事業債 31,200

地方特定道路整備事業債 12,800

小松インター線整備事業債 546,200

岩内金剛寺線整備事業債 4,200

第３表　地　　方　　債

普通貸借又は
証券発行

５.０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる場合
は、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
と協定するものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期間を短
縮し、もしくは繰上償還又
は低利債に借換することが
できる。
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起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

三道山末寺１号線整備事業債 20,100

県営道路事業負担金 21,100

岩内１３号線整備事業債 22,800

健康ロード１号線整備事業債 1,400

除雪機購入事業債 5,700

都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業債 13,500

ＪＲ寺井駅周辺整備事業債 802,600

福岡小学校防音事業債 10,200

寺井小学校大規模改造事業債 7,200

辰口中央小学校防音事業債 3,900

宮竹小学校空調施設整備事業債 3,500

寺井中学校大規模改造事業債 166,400

臨時財政対策債 1,100,000

計 4,040,900

普通貸借又は
証券発行

５.０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる場合
は、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
と協定するものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期間を短
縮し、もしくは繰上償還又
は低利債に借換することが
できる。
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 議案第１５号 

 

 

平成２４年度能美市国民健康保険特別会計予算 

 

 

平成２４年度能美市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 

  （歳入歳出予算） 

 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，８２７，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

    （一時借入金） 

 第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３００，０００

千円と定める。 

 

 

  （歳出予算の流用） 

 第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

（能美市国民健康保険特別会計） 
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     平成２４年２月２８日 提出 

 

 

 

                                 能美市長   酒 井  悌 次 郎 

 

 

（能美市国民健康保険特別会計） 



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 国民健康保険税 １，１８９，７００

1 国民健康保険税 １，１８９，７００

2 使用料及び手数料 １０

1 手 数 料 １０

3 国庫支出金 ９３７，３２８

1 国庫負担金 ７３８，３１８

2 国庫補助金 １９９，０１０

4 療養給付費等交付金 ３７８，０１０

1 療養給付費等交付金 ３７８，０１０

5 前期高齢者交付金 １，２８３，０００

1 前期高齢者交付金 １，２８３，０００

6 県 支 出 金 ２３０，３０８

1 県 負 担 金 ３１，３０８

2 県 補 助 金 １９９，０００

7 共同事業交付金 ４８２，６７０

1 共同事業交付金 ４８２，６７０

8 財 産 収 入 １０
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 財産運用収入 １０

9 寄 附 金 １０

1 寄 附 金 １０

10 繰 入 金 ３２５，３０７

1 一般会計繰入金 ２８１，３０７

2 基金繰入金 ４４，０００

11 繰 越 金 １０

1 繰 越 金 １０

12 諸 収 入 ６３７

1 延滞金加算金及び過料 ５０

2 預 金 利 子 １０

3 雑 入 ５７７

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４，８２７，０００
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     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 総 務 費 ８７，７３６

1 総務管理費 ７６，０５３

2 徴 税 費 １１，４３６

3 運営協議会費 ２４７

2 保険給付費 ３，３３７，５３０

1 療 養 諸 費 ２，９４７，９００

2 高額療養費 ３６２，６００

3 移 送 費 ３０

4 出産育児諸費 ２３，１００

5 葬 祭 諸 費 ３，９００

3 後期高齢者支援金等 ５７４，４４２

1 後期高齢者支援金等 ５７４，４４２

4 前期高齢者納付金等 ７１１

1 前期高齢者納付金等 ７１１

5 老人保健拠出金 ３１

1 老人保健拠出金 ３１

6 介護納付金 ２３２，８７０
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 介護納付金 ２３２，８７０

7 共同事業拠出金 ５３２，９２４

1 共同事業拠出金 ５３２，９２４

8 疾病予防費 ５４，２０６

1 特定健康診査等事業費 ３１，９９０

2 疾病予防費 ２２，２１６

9 基金積立金 １０

1 基金積立金 １０

10 公 債 費 １，０００

1 公 債 費 １，０００

11 諸 支 出 金 ４，５４０

1 償還金及び還付加算金 ４，５４０

△ 繰 出 金 ０

12 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４，８２７，０００

- 6 - (能美市国民健康保険特別会計)
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 議案第１６号 
 
 

平成２４年度能美市後期高齢者医療特別会計予算 

 
 

平成２４年度能美市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
 

  （歳入歳出予算） 
 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４８３，８００千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 

  （一時借入金） 
 第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３５，０００千円と定める。 
 
 
  （歳出予算の流用） 
 第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 
（１）後期高齢者医療広域連合納付金の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用 
 

（能美市後期高齢者医療特別会計） 
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     平成２４年２月２８日 提出 
 
 
                                 能美市長   酒 井  悌 次 郎 
 

（能美市後期高齢者医療特別会計） 



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 保 険 料 ３６１，０７６

1 後期高齢者医療保険料 ３６１，０７６

2 使用料及び手数料 ２０

1 手 数 料 ２０

3 寄 附 金 １０

1 寄 附 金 １０

4 繰 入 金 １２２，２４９

1 一般会計繰入金 １２２，２４９

5 繰 越 金 ３７５

1 繰 越 金 ３７５

6 諸 収 入 ７０

1 延滞金及び過料 ２０

2 償還金及び還付加算金 ２０

3 雑 入 ３０

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４８３，８００

- 3 - (能美市後期高齢者医療特別会計)



     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 総 務 費 １１，２１５

1 総務管理費 ２，０２９

2 徴 収 費 ９，１８６

2 後期高齢者医療広域連合納付金 ４７２，３１５

1 後期高齢者医療広域連合納付金 ４７２，３１５

3 諸 支 出 金 １７０

1 償還金及び還付加算金 １６０

2 繰 出 金 １０

4 予 備 費 １００

1 予 備 費 １００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４８３，８００

- 4 - (能美市後期高齢者医療特別会計)
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 議案第１７号 
 
 

平成２４年度能美市介護保険特別会計予算 

 
 

平成２４年度能美市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 

  （歳入歳出予算） 
 第１条 歳入歳出予算の総額は、保険事業勘定歳入歳出それぞれ３，７７０，３００千円、サービス事業勘定歳入歳出それぞれ

１１，３００千円と定める。 
２ 保険事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
３ サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第２表 歳入歳出予算」による。 

 
 
  （地方債） 
 第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の目的、限度額、起債

の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 
 
 
  （一時借入金） 
 第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、保険事業勘定３００，０００千円、サー

ビス事業勘定５，０００千円と定める。 

（能美市介護保険特別会計） 
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  （歳出予算の流用） 
 第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 
（１）保険事業勘定の保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用 
 
 
 
     平成２４年２月２８日 提出 
 
 
 
                                 能美市長   酒 井  悌 次 郎 
 
 

（能美市介護保険特別会計） 



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 保 険 料 ７３７，６１６

1 介護保険料 ７３７，６１６

2 使用料及び手数料 １０

1 手 数 料 １０

3 国庫支出金 ７８７，４６１

1 国庫負担金 ６３２，８７６

2 国庫補助金 １５４，５８５

4 支払基金交付金 １，０５２，２５６

1 支払基金交付金 １，０５２，２５６

5 県 支 出 金 ５４１，５１４

1 県 負 担 金 ５３１，２９２

2 県 補 助 金 １０，２２２

6 財 産 収 入 １０

1 財産運用収入 １０

7 寄 附 金 １０

1 寄 附 金 １０

8 繰 入 金 ５７６，８２１

- 3 - (能美市介護保険事業勘定)



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 一般会計繰入金 ５７６，８２１

9 繰 越 金 １０

1 繰 越 金 １０

10 諸 収 入 ２９２

1 延滞金、加算金及び過料 ３０

2 預 金 利 子 １０

3 受託事業収入 １０

4 雑 入 ２４２

11 市 債 ７４，３００

1 市 債 ７４，３００

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ３，７７０，３００

- 4 - (能美市介護保険事業勘定)



     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 総 務 費 ４８，６０９

1 総務管理費 １６，０２０

2 徴 収 費 ４，２７３

3 介護認定審査会費 ２８，３１６

2 保険給付費 ３，５８２，０００

1 介護サービス等諸費 ３，２６８，４８６

2 介護予防サービス等諸費 １１８，７４０

3 その他諸費 ４，５６０

4 高額介護サービス等費 ５３，７９６

5 高額医療合算介護サービス等費 １４，１５０

6 特定入所者介護サービス等費 １２２，２６８

3 財政安定化基金拠出金 １０

1 財政安定化基金拠出金 １０

4 地域支援事業費 ６９，０２１

1 介護予防事業費 ４６，６２９

2 包括的支援事業・任意事業 ２２，３９２

5 基金積立金 １０

- 5 - (能美市介護保険事業勘定)



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 基金積立金 １０

6 公 債 費 ７０，０１０

1 公 債 費 １０

2 財政安定化基金償還金 ７０，０００

7 諸 支 出 金 ４４０

1 償還金及び還付加算金 ４４０

8 予 備 費 ２００

1 予 備 費 ２００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ３，７７０，３００

- 6 - (能美市介護保険事業勘定)



第　２　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 サービス収入 １１，２６０

1 介護予防サービス収入 １１，２６０

2 繰 入 金 １０

1 一般会計繰入金 １０

3 繰 越 金 １０

1 繰 越 金 １０

4 諸 収 入 ２０

1 預 金 利 子 １０

2 雑 入 １０

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 １１，３００

- 7 - (能美市介護サービス事業勘定)



     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 総 務 費 ５，９６２

1 総務管理費 ５，９６２

2 サービス事業費 ５，２３８

1 居宅サービス事業費 ５，２３８

3 予 備 費 １００

1 予 備 費 １００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 １１，３００

- 8 - (能美市介護サービス事業勘定)



- 9 - （能美市介護保険特別会計）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

（千円）

計 74,300

第　３　表　　　地　　方　　債

５.０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる場合
は、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
と協定するものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期間を短
縮し、もしくは繰上償還又
は低利債に借換することが
できる。

普通貸借又は
証券発行

財政安定化基金貸付金 74,300
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議案第１８号 

 
 

平成２４年度能美市農業集落排水事業特別会計予算 

 
 

平成２４年度能美市の農業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 

  （歳入歳出予算） 
 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８６，５００千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
 
 （地方債） 
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の目的、限度額、起債の方

法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 
 
 
  （一時借入金） 
 第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４０，０００千円と定める。 
 
 

（能美市農業集落排水事業特別会計）
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     平成２４年２月２８日 提出 
 
 
                                 能美市長   酒 井  悌 次 郎 

（能美市農業集落排水事業特別会計） 



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 分担金及び負担金 ６０１

1 分 担 金 ６００

2 負 担 金 １

2 使用料及び手数料 ２８，６１７

1 使 用 料 ２８，６１６

2 手 数 料 １

3 県 支 出 金 ５，０００

1 県 補 助 金 ５，０００

4 財 産 収 入 ２２

1 財産運用収入 ２２

5 繰 入 金 ３６，６６０

1 一般会計繰入金 ３４，２００

2 基金繰入金 ２，４６０

6 繰 越 金 ６００

1 繰 越 金 ６００

7 市 債 １５，０００

1 市 債 １５，０００

- 3 - (能美市農業集落排水事業特別会計)



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ８６，５００

- 4 - (能美市農業集落排水事業特別会計)



     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 事 業 費 ３１，１４０

1 事 業 費 ３１，１４０

2 公 債 費 ５５，３３８

1 公 債 費 ５５，３３８

3 諸 支 出 金 ２２

1 基 金 費 ２２

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ８６，５００

- 5 - (能美市農業集落排水事業特別会計)



- 6 - （能美市農業集落排水事業特別会計）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

（千円）

下水道資本費平準化債 15,000
普通貸借又は
証券発行

５.０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる場合
は、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
と協定するものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期間を短
縮し、もしくは繰上償還又
は低利債に借換することが
できる。

計 15,000

第　２　表　　　地　　方　　債
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 議案第１９号 
 
 

平成２４年度能美市温泉事業特別会計予算 

 
 

平成２４年度能美市の温泉事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 

  （歳入歳出予算） 
 第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，２００千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 
 

 
  （一時借入金） 
 第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，０００千円

と定める。 
 
 
     平成２４年２月２８日 提出 
 
 
                                 能美市長   酒 井  悌 次 郎 

（能美市温泉事業特別会計） 



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 使用料及び手数料 ８，３４０

1 使 用 料 ８，３４０

2 財 産 収 入 ２

1 財産運用収入 ２

3 繰 越 金 ８５７

1 繰 越 金 ８５７

4 諸 収 入 １

1 預 金 利 子 １

5 繰 入 金 ３，０００

2 基金繰入金 ３，０００

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 １２，２００

- 2 - (能美市温泉事業特別会計)



     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 温泉事業費 ８，５５１

1 温泉事業費 ８，５５１

2 諸 支 出 金 ３，６４９

1 基 金 費 １３８

2 繰 出 金 ３，５１１

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 １２，２００

- 3 - (能美市温泉事業特別会計)



 （総　則）

 （業務の予定量）
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水戸数 18,270戸
(2) 年間総給水量 7,268,000㎥
(3) 一日平均給水量 18,300㎥
(4) 主要な建設改良工事

1 .配水管整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6. 施設改良事業2 .配水管改良事業

3 .施設改良事業

（収益的収入及び支出）
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 （収　入）
第１款 766,200千円

763,100千円
3,100千円

第１款 710,000千円
570,930千円
138,920千円

150千円

（資本的収入及び支出）
第４条

議案第２０号

平成２４年度能美市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。第１条

水 道 事 業 収 益

平 成 ２４ 年 度 能 美 市 水 道 事 業 会 計 予 算

  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入が資本的支出に対して不足する額
351,800千円は、過年度分損益勘定留保資金347,322千円、当年度分消費税資本的収支調整額4,478千円で補
填するものとする。）

第２項
第３項

営 業 収 益
営 業 外 収 益

第１項
第２項

営 業 費 用
水 道 事 業 費 用

特 別 損 失

第１項
営 業 外 費 用

－1－ （能美市水道事業会計）



第１款 39,400千円
8,100千円
3,500千円

19,800千円
4,500千円
3,500千円

（支　出）
第１款 391,200千円

125,200千円
266,000千円

（企業債）
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

償 還 の 方 法

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。

(1) 第７条に定める経費以外の経費

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第７条

(1) 職員給与費 35,116千円

（たな卸資産の購入限度額）
第８条 たな卸資産の購入限度額は、10,380千円と定める。

（重要な資産の取得）
第９条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。

起 債 の 目 的

第４項 国 庫 補 助 金

配 水 管 改 良 事 業

限 度 額

8,100千円

施 設 改 良 事 業

起債年度から据
置期間を含めて
３０年以内に償
還する。

5.0 ％

証書借入
借入時期は平成２４年度とする。
ただし、工事の進捗状況等により
起債の全部又は、一部を翌年度に
繰り越して借り入れることができ
る。 　　　　以内

工 事 負 担 金
第１項

企業債償還金

配 水 管 整 備 事 業

資 本 的 収 入
企 業 債

第５項 雑 収 入

分 担 金第３項

建 設 改 良 費第１項

第２項

資 本 的 支 出

第２項

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は、それ以外の経費を
その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

利 率起 債 の 方 法

－2－ （能美市水道事業会計）



(1) 取得する資産

φ50～100　 L=263.0 m

φ40～100　 L=432.0 m 　

ＲＣ造1F　　A= 40㎡

　　　　　　A=182㎡
配水施設 一式

(2) 処分する資産

φ150　　　 L=205.0 m 　

φ100　　　 L= 24.0 m 　

φ75 　　　 L= 98.0 m 　

 提出

能美市長　　　酒　井　　悌　次　郎

用　地

（ 数 量 ）

機械及び装置

配水管

浄水施設用地

（種　類）

構築物
構築物

配水管

建　物
構築物

（種　類）

配水管
配水管

（ 名 称 ）

構築物
（ 名 称 ）

配水管

平成２４年　２月２８日

１．配水管整備事業 構築物

３．施設改良事業

（ 数 量 ）

浄水施設
２．配水管改良事業

（ 事 業 ）

－3－ （能美市水道事業会計）



（総　則）
第１条

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水事業所数　 11社
(2) 年間総給水量　 辰口第一工業用水道 11,004,750㎥

　　　　　　　　　　 辰口第二工業用水道 4,839,900㎥
根上地区工業用水道 3,960,000㎥

(3) 一日平均給水量　 辰口第一工業用水道 30,150㎥
辰口第二工業用水道 13,260㎥
根上地区工業用水道 10,850㎥

(4) 主要な建設改良工事 辰口第一工業用水道事業施設改良事業
辰口第二工業用水道事業施設拡張事業
根上地区工業用水道事業施設拡張事業

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　収　　入
辰口第一工業用水道
事業収益　　　　　　　　　　 94,600千円

94,550千円
50千円

辰口第二工業用水道事業収益　　　　　　　　　　　　　 149,000千円
148,900千円

100千円

第１款

第２款

第１項
第２項

第１項
第２項

平成２４年度能美市工業用水道事業会計予算

営 業 外 収 益

営 業 収 益
営 業 外 収 益

営 業 収 益

  平成２４年度能美市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

議案第２１号

－1－ (能美市工業用水道事業会計）



根上地区工業用水道事業収益　　　　　　　　　　　　　 113,100千円
111,010千円
2,090千円

　支　　出
90,200千円
78,230千円
11,970千円

114,100千円
101,110千円
12,990千円

101,500千円
80,630千円
20,870千円

（資本的収入及び支出）
第４条

　収　　入
196,000千円
196,000千円

　支　　出

55,900千円

29,800千円
26,100千円

227,600千円
202,500千円
25,100千円
84,600千円
27,900千円
56,700千円

第３款

第１款

営 業 費 用
営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

営 業 費 用
辰口第一工業用水道事業費用

辰口第二工業用水道事業費用
営 業 外 費 用第２項

第２款

営 業 収 益

建 設 改 良 費
企 業 債 償 還 金第２項

第１項
根上地区工業用水道事業資本的支出

建 設 改 良 費第１項
第２項

第１項
第２項

第３款

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費
企 業 債 償 還 金

営 業 外 費 用

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額172,100千円
は、過年度分損益勘定留保資金108,584千円、当年度分損益勘定留保資金36,052千円、減債積立金16,000千円及び当年度分
消費税及び地方消費税資本的収支調整額11,464千円で補てんするものとする。）

第２款

第１項

辰口第一工業用水道事業資本的支出

辰口第二工業用水道事業資本的支出

企 業 債

第１項
第２項

第２項
営 業 費 用

第３款

第１款

第１項
第２項

第１項

第１項
根上地区工業用水道事業費用

辰口第二工業用水道事業資本的収入第１款

－2－ (能美市工業用水道事業会計）



(企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円 証書借入 ％

以内

（一時借入金)
第６条　一時借入金の限度額は、150,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用)
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりとする。

(1) 第８条に定める経費以外の経費

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条

(1) 職員給与費　　　　　 39,406千円

（重要な資産の取得)
第９条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

(1) 取得する資産　　　　　
（　事　　　業　）　 （種　類）　 （名　称）　　 （数　量）　　
辰口第一工業用水道事業 構築物　 水源さく井 1井

辰口第二工業用水道事業 建　物 取水施設 2棟
構造物 水源さく井 2井
構造物 導水管 φ200　L=191.0m
 機械及び装置 取水ポンプ及び計装設備等 １式（水源　2箇所）
 機械及び装置 電気設備機能増設 １式

起 債 の 目 的

196,000

償 還 の 方 法

起債年度から据置
期間を含めて３０
年以内に償還す
る。

利 率

5.0

起 債 の 方 法

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費の金額をその経費
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

限 度 額

　借入時期は平成２４年度とする。
ただし、工事の進捗状況等により起
債の全部又は一部を翌年度に繰り越
して借り入れることができる。

施 設 拡 張 事 業

－3－ (能美市工業用水道事業会計）



根上地区工業用水道事業　　　　　　　　　　構造物 水源さく井 1井

 提出平成２４年 ２月２８日

能 美 市 長 酒 井 悌 次 郎

－4－ (能美市工業用水道事業会計）



 （総　則）

 （業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 接続戸数 14,230戸

(2) 年間総処理水量 5,840,000㎥

(3) 一日平均処理水量 16,000㎥

(4) 主要な建設改良事業

1. 管渠建設事業

2. 流域下水道建設事業

（収益的収入及び支出）

第３条

 （収　入）

第１款 1,296,200千円

701,900千円

594,280千円

20千円

（支　出）

第１款 1,477,300千円

999,240千円

477,950千円

110千円

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業運転資金にあてるため、能美市公共下水道事業
基金100,000千円を充当する。

議案第２２号

平成２４年度能美市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。第１条

下 水 道 事 業 収 益

第１項

特 別 損 失

営 業 外 収 益

特 別 利 益

平 成 ２４ 年 度 能 美 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算

第３項

第１項

第２項

営 業 費 用

営 業 外 費 用第２項

第３項

下 水 道 事 業 費 用

営 業 収 益

－1－ （能美市公共下水道事業会計）



（資本的収入及び支出）
第４条

（収　入）

第１款 746,300千円

437,200千円

290,000千円

14,000千円

5,100千円

0千円

0千円

（支　出）

第１款 1,146,500千円

78,700千円
1,067,800千円

0千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

公共下水道事業債
（ 特 別 措 置 分 ）

公共下水道事業債

償還の方法

政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合には、その債
権者と協定するものとする。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期間を短縮し、もしくは繰上償還又は
低利債に借換することができる。

資 本 費 平 準 化 債

限度額 利率

年5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる場合は、当該
見直し後の利率）

90,000千円

300,000千円

47,200千円  普通貸借又は証書借入
　借入時期は平成２４年度
とする。ただし、工事の進
捗状況等により起債の全部
又は一部を翌年度に繰り越
して借り入れることができ
る。

第３項

第４項

第２項

第３項

第２項

第５項

資 本 的 支 出

第１項

投 資

他会計出資金

企業債償還金

  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入が資本的支出に対して不足する額400,200千円
は、当年度分損益勘定留保資金396,948千円、当年度分消費税資本的収支調整額3,252千円で補填するものとする。)

企 業 債

繰 入 金

資 本 的 収 入

起 債 の 目 的

受益者負担金

補 助 金

第６項

建 設 改 良 費

工 事 負 担 金

起債の方法

第１項

－2－ （能美市公共下水道事業会計）



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。

(1) 第８条に定める経費以外の経費

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条

(1) 職員給与費 36,350千円

（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、117,800千円と定める。

（重要な資産の取得）

第１０条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。

（　事　業　） （種　類） （　名　称　） （　数　量　）

管渠事業 構築物 排水管 φ200　　L=210.0m

 提出

能美市長　　　酒　井　　悌　次　郎

平成２４年 ２月２８日

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費の金額をその
経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

－3－ （能美市公共下水道事業会計）
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議案第２３号 

 

平成２４年度国民健康保険能美市立病院事業会計予算 

 

 

 （総則） 

第１条 平成２４年度国民健康保険能美市立病院事業会計の予算は次に定めるところによる。 

 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。 

(1)病     院      

 一般病床 ９９床、療養病床 ４０床（うち介護療養型医療施設 １２床) 

   入院（年間） ４１，７８０人   入院（1日平均患者数） １１４人 

  外来（年間） ６７，６２０人   外来（1日平均患者数） ２５０人 

(2)介護老人保健施設      

 入所定員（短期入所を含む） ７４人  通所リハビリテーション定員 ２５人 

  入所者（年間） ２６，６５０人   入所者（1日平均利用者数） ７３人 

  通所者（年間） ５，４３０人   通所者（1日平均利用者数） ２１人 

(3)デイサービスセンター      

 定員 ３０人    

  通所者（年間） ５，７９０人   通所者（1日平均利用者数） ２３人 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。 

収       入  支       出 

第1款 病院事業収益 １，９８２，８００千円  第1款 病院事業費用 １，９８２，８００千円 

  第1項 医業収益 １，７５８，４９７千円    第1項 医業費用 １，９３８，３４８千円 

  第2項 医業外収益 ２２４，３０１千円    第2項 医業外費用 ４４，１５１千円 

  第3項 特別利益 ２千円    第3項 特別損失 ２０１千円 

     第4項 予備費 １００千円 

第2款 介護老人保健施設事業収益 ３９２，５００千円  第2款 介護老人保健施設事業費用 ３９２，５００千円 

  第1項 営業収益 ３９２，０７３千円    第1項 営業費用 ３７４，５６０千円 

  第2項 営業外収益 ４２６千円    第2項 営業外費用 １７，９３９千円 

  第3項 特別利益 １千円    第3項 特別損失 １千円 

第3款 デイサービスセンター事業収益 ５５，０００千円  第3款 デイサービスセンター事業費用 ５５，０００千円 

  第1項 営業収益 ５４，９９２千円    第1項 営業費用 ５４，９９７千円 

  第2項 営業外収益 ７千円    第2項 営業外費用 ２千円 

  第3項 特別利益 1千円    第3項 特別損失 １千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。 

収       入  支       出 

第1款 病院事業資本的収入 １６５，９３０千円  第1款 病院事業資本的支出 ２３８，７００千円 

第1項 企業債 

第2項 負担金 

６６，６００千円 

９９，３２８千円 
 

第1項 建設改良費 

第2項 企業債償還金 

６６，６７５千円 

１７２，０２５千円 

  第3項 補助金 １千円    
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  第4項 寄附金 １千円  

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額７２，７７０千円は過年度分損益勘定留保資金で補てんする。 

 

収       入  支       出 

第2款 介護老人保健施設事業資本的収入 ０千円  第2款 介護老人保健施設事業資本的支出 ４１，６００千円 

     
第１項 建設改良費 

第2項 企業債償還金 

１１，３６６千円 

３０，２３４千円 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４１，６００千円は、過年度分損益勘定留保資金で補てんする。 

 

 （企業債）                                                     

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は次のとおりと定める。                 

 

（一時借入金）                                                 

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）                             

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費に流用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は 議会の議決を経なければな

らない。                               

起債の目的        限度額     起債の方法  利   率 償 還 の 方 法          

 

 

施設整備事業 

医療機器整備事業 

 

 

 

１６，６００千円 

５０，０００千円 

 

普通貸借又は証券発行 ５．０％以内（ただし、利率見直し

方式で借りる場合は、当該見直し

後の利率） 

政府資金については、その融資条件により、銀行その他の場合は、その

債権者と協定するものとする。ただし、その債権者と市財政の都合により据

置期間及び償還期限を短縮し、もしくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。 
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(1)病     院 職員給与費 １，１４６，３１２千円  交際費 ３４０千円 

(2)介護老人保健施設 職員給与費 ２４９，５０５千円  交際費 １５０千円 

(3)デイサービスセンター 職員給与費 ３４，３８９千円  交際費 １００千円 

 

 

 （他会計からの補助金）                                            

第８条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は次のとおりである。 

(1)病     院 ３７２，６２１千円  救急医療の確保に要する経費 ５７，５６０千円  

   医師等の研究研修に要する経費 ２，３６６千円  

   追加費用に要する経費 ２７，８２１千円  

   企業債償還利子に要する経費 ２２，８６５千円  

   高度医療器械に要する経費 ５４，３０７千円  

   企業債償還元金に要する経費 ９９，３２８千円  

   経営安定に要する経費 １０８，３７４千円  

  

 

（たな卸資産購入費の購入限度額）                                       

第９条 たな卸資産購入費の購入限度額は次のとおりと定める。 

(1)病     院 ３１７，３０９千円     

(2)介護老人保健施設 １７，７６０千円     

(3)デイサービスセンター １，５９０千円     
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 （重要な資産の取得）                                          

第10条 重要な資産の取得は次のとおりとする。 

種    類 名        称 数 量 備  考 

器械及び備品 超音波診断装置 一式 市立病院 

 電動ベッド 一式  

 機械浴槽・機械浴用ストレッチャー 一式  

 生体情報モニタ 一式  

 人工呼吸器 一式  

 多機能心電計 一式  

 低床式起立訓練傾斜ベッド 一式  

 ベッドサイドモニタ・送信機 一式  

 サイドコール・タッチコール 一式  

 除細動装置 一式  

 超音波治療器 一式  

 ナースセンター用テーブル 一式  

 ストレッチャースケール 一式  

 生物学的モニタリング 一式  

 手術室手洗装置 一式  

 

             平成２４年２月２８日 提出        

                           

                                                               能美市長  酒 井 悌次郎 
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